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大学等技術移転促進法の規定による手数料

等の軽減について（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容 

（１）承認事業者の場合 

大学等技術移転促進法第４条第１項の承認を受けた者（以下「承認事業者」

という。）が同法第４条第１項の特定大学技術移転事業 注 1 を実施するときは、

自己の出願についての出願審査請求手数料及び自己の特許権に係る第１年分か

ら第１０年分までの特許料が１／２に軽減される（大学等技術移転促進法第８

条１項及び２項、大学等技術移転促進法施行令４条、同施行令６条） 注 2 注 3。 

（２）認定事業者の場合 

大学等技術移転促進法第１３条第１項の認定を受けた者（以下「認定事業

者」という。）が同法１３条第１項の試験研究独立行政法人技術移転事業 注 １ 注

4 を行うときは、自己の出願についての出願審査請求手数料及び自己の特許権

に係る第１年分から第１０年分までの特許料が１／２に軽減される（大学等技

術移転促進法１３条３項及び４項、大学等技術移転促進法施行令１２６条、同

施行令１４８条）注 ２ 注 5。 

２．申請書に添付する証明書 

軽減に係る申請書に添付すべき証明書 注 ２ 注 6 は、「表」の右欄に掲げるもの

である（大学等技術移転促進法施行令１１３条、同施行令５条、同施行令１５

条、同施行令１３７条）。 

「表」 

要 件 証 明 書 

（１） 承認事業者の場合 

ア．承認事業者であり、自己の特許権

又は特許出願であること 

イ．承認事業者が特定大学技術移転事

業を実施していること 

（２） 認定事業者の場合 

ア．認定事業者であり、自己の特許権

又は特許出願であること 

イ．認定事業者が試験研究独立行政法

人技術移転事業を実施していること 

（１）承認事業者の場合 

特定大学技術移転事業の実施に係る

ものであることを証明する書面 

 

 

（２）認定事業者の場合 

試験研究独立行政法人技術移転事業

の実施に係るものであることを証明

する書面 

 

（新規改訂平成２５６・６１）  
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注 １特定大学技術移転事業の対象となるのは、学校教育法第１条に規定する大学及び高

等専門学校並びに国立大学法人法第２条第４項に規定する大学共同利用機関における

技術に関する研究成果であって、国以外の者に属する研究成果であり（大学等技術移

転促進法２条１項）、当該研究成果に係る特許権又は特許を受ける権利を、承認事業

者が当該国以外の者から譲渡を受けている場合に手数料等の軽減が受けられる。  
注 2 特許法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第４７号。以下「平成１５年改正

法」という。）による改正前の大学等技術移転促進法第１２条第１項の認定を受けた

国立大学関係認定事業者が平成１６年３月３１日以前に譲渡を受けた国立大学の研究

成果に係る国有の特許権等若しくは特許を受ける権利等又はその特許を受ける権利等

に基づいて取得した特許権等について納付すべき手数料等については、平成１５年改

正法による改正前の大学等技術移転促進法第１２条第４項、第６項、第８項及び第１

０項の規定は改正後も、なおその効力を有する（平成１５年改正法附則８条１項）。  
注 3 承認事業者が国立大学法人、大学共同利用機関法人又は独立行政法人国立高等専門

学校機構（以下「国立大学法人等」という。）から譲渡を受けた特許権若しくは特許

を受ける権利（産業技術力強化法附則第３条第１項各号に掲げるものに限る。）又は

当該特許を受ける権利に基づいて取得した特許権（平成１９年３月３１日までにされ

た特許出願（同年４月１日以後にする特許出願であって同年３月３１日までにしたも

のとみなされるものを除く。（４）イ．の注２において同じ。）に係るものに限る。）

であって承認事業者に属するものについては、承認事業者を国とみなして特許法第１

０７条第２項、第１９５条第４項及び第５項又は特例法第４０条第３項及び第４項の

規定を適用する（大学等技術移転促進法附則３条）。  
注 １試験研究独立行政法人技術移転事業の対象となるのは、大学等技術移転促進法施行

令第１０条に規定する独立行政法人（以下「試験研究独立行政法人」という。）にお

ける技術に関する研究成果であり、当該研究成果に係る特許権又は特許を受ける権利

を、当該試験研究独立行政法人から認定事業者が譲渡を受けている場合である。  
注 4 試験研究独立行政法人技術移転事業の対象となるのは、大学等技術移転促進法施行

令第１０４条に規定する独立行政法人（以下「試験研究独立行政法人」という。）に

おける技術に関する研究成果であり、当該研究成果に係る特許権又は特許を受ける権

利を、当該試験研究独立行政法人から認定事業者が譲渡を受けている場合である。 
注 ２特許法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第４７号。以下「平成１５年改正

法」という。）による改正前の大学等技術移転促進法第１３条第１項の認定を受けた

者（認定事業者に限る。）が平成１６年３月３１日以前に譲渡を受けた試験研究独立

行政法人における研究成果に係る当該試験研究独立行政法人が保有する特許権等若し

くは特許を受ける権利等又はその特許を受ける権利等に基づいて取得した特許権等に

ついて納付すべき手数料等については、平成１５年改正法による改正前の大学等技術

移転促進法第１２条第４項、第６項、第８項及び第１０項並びに第１３条第２項及び

第３項の規定は改正後も、なおその効力を有する（平成１５年改正法附則８条２項）。  
注 5 特許法等の一部を改正する法律平成１５年改正法（平成１５年法律第４７号。以

下「平成１５年改正法」という。）による改正前の大学等技術移転促進法第１３条第

１項の認定を受けた者（認定事業者に限る。）が平成１６年３月３１日以前に譲渡を

受けた試験研究独立行政法人における研究成果に係る当該試験研究独立行政法人が保

有する特許権等若しくは特許を受ける権利等又はその特許を受ける権利等に基づいて

取得した特許権等について納付すべき手数料等については、平成１５年改正法による

改正前の大学等技術移転促進法第１２条第４項、第６項、第８項及び第１０項並びに

第１３条第２項及び第３項の規定は改正後も、なおその効力を有する（平成１５年改

正法附則８条２項）。  
注 ３ 注 6 出願中の手続において、他の軽減申請書の提出に係る手続（廃止前の産活法の
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規定に基づく手続を含む（大学技術移転促進法施行規則附則２条））において、既に

上記の実施に係るものであることを証明する軽減申請書に添付すべき書面を提出して

いる場合は、軽減申請書にその旨がを記載して当該書面の添付を省略を認めるするこ

とができる（大学技術移転促進法施行規則第２条）。  


